
横浜市の下水道事業における
PFI事業について

横浜市 環境創造局下水道施設部下水道設備課



施設種別 事業名 事業期間 現段階

上下水道

①下水道局改良土プラント増設・運営事業 約16年

管理運営

②北部汚泥資源化センター
消化ガス発電設備整備事業

約22年

③川井浄水場再整備事業 約25年

④南部汚泥資源化センター
下水汚泥燃料化事業

約24年

⑤北部汚泥資源化センター
汚泥処理・有効利用事業

約22年 設計・建設

現在12事業を実施中 （段階：審議１、 建設４、運営８、終了１）

横浜市におけるＰＦＩ事業



１ 汚泥処理・有効利用事業の概要

２ 官民連携の事業スキーム

３ リスク分担について

４ モニタリングの体制について

５ ＰＦＩ事業における課題

本日の内容

横浜市環境創造局
水環境事業のキャラクター
「かばのだいちゃん」
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事業名称
横浜市環境創造局
北部汚泥資源化センター汚泥処理・有効事業

事業方式 BTO方式／混合型

事業期間
2016年８月～2039年3月 （全体供用開始：2022年4月）
設計･建設期間 5年７ヶ月
運営･維持管理期間 22年（既存焼却炉を2017年4月より管理開始）

事業者
株式会社横浜Bay Link
※JFEエンジニアリング（株）、奥多摩工業（株）等の出資によるSPC

事業費 約420億円 ※VFM 6．1％

業務概要

【設計・建設】
既設焼却炉（１、２、３号炉）を撤去して、新規燃料化施設、焼却炉を建設。
改良土プラントの更新。
【運営・維持管理】
既設並びに新規施設の運転･維持管理、燃料化物、改良土の販売。
２４時間連続運転。

(3/17)汚泥処理・有効利用事業の概要



汚泥処理・有効利用事業の概要

※既設汚泥焼却炉１・２号炉の解体撤去後、汚泥燃
料化施設の建設

※既設汚泥焼却炉３号炉の解体撤去後、汚泥焼却
炉新１号炉の建設（新設）

※改良土プラントの建設後、旧改良土プラントの解体

※上記施設に加え、現施設汚泥焼却炉（４・５号炉）
の運営管理を行う。

 

改良土プラント

【独立採算型ＰＦＩ】

焼却１・２号炉

【休止中】

焼却３号炉

焼却４号炉

焼却５号炉

燃料化設備

【更新】

新焼却１号炉

【更新】

焼却５号炉

焼却４号炉

【休止】

改良土プラント

【更新】

汚泥脱水機

汚泥脱水機

消化タンク

消化タンク

ＰＦＩ事業範囲

燃料化物の

利活用

既設システム

今回システム
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期待される主な事業効果について

１ コストの縮減
・事業契約時のＶＦＭで約6.1％（約18億円）の縮減

４ 安定した事業運営
・適切な役割分担による安定した事業運営等が可能
・20年間の長期的な有効利用先を確保

２ 温室効果ガス排出量の削減
・燃料化施設で年間約３７％（約3,068t-CO2）の削減
・有効利用先で年間約６,１１２t-CO2の削減

３ 循環型社会構築への貢献
・燃料化物により年間約２,６２３ｔの化石燃料の削減

汚泥処理・有効利用事業の概要 (5/17)
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横浜市
㈱横浜Bay Link
（ＰＦＩ事業者）

下水汚泥

消化タンク
消化汚泥

脱水機
脱水汚泥

燃料化物
（炭化物）

施設の使用承諾
事業のモニタリング

資金の調達
施設の設計、建設、管理運営

サービス
購入料の支払い

各水再生センター

事業契約

燃料化物
（事業者へ販売）

貯留ホッパ

官民連携の事業スキーム

 

改良土プラント

燃料化設備 焼却設備

焼却灰

改良土利用者

改良土販売代金
の支払い

有効利用施設
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法令変更による追加的な費用の負担割合

市 事業者

１
法制度、許認可の新設・変更によるもの
（本事業に影響を及ぼすもの）

100％ 0％

２

消費税の変更によるもの
（市の支払うサービス対価にかかるもの
に限る）

100％ 0％

３
法人の利益にかかる税制度の変更によ
るもの

0％ 100％

４
３以外で、本事業に影響を及ぼす税制度
の変更によるもの

100％ 0％

リスク分担について (9/17)
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横浜市

㈱横浜Bay Link
（ＰＦＩ事業者）

モニタリングの体制について (11/17)

受託企業

金融機関￥

○モニタリング実施

○セルフモニタリング
実施

○受託企業による
セルフモニタリング等

直接協定

報告

報告 結果通知
（指示）

結果通知
（指示）

融資契約
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課 題 対 応

自
治
体

 PFIに関する
知識・経験不足

 専門組織設置による経験蓄積

 コンサル等外部専門知識の活用

 独自ガイドライン作成

 事業者選定手続の
時間コスト

 早期に検討開始

 専門組織による早期支援・調整

 業務量の増加  事業ごとに職員を育成

事
業
者

 手続きの煩雑さ
（提出書類の作成等）

 要求水準書(案)等の早期公表による準備期間の確保

 提案書類の簡素化（提出部数の最小化、データ受領等）

「公民協働事業応募促進報奨金」（本市独自制度）

1.自治体・事業者の負担感

本市や外郭団体等が実施する｢公民協働事業」（PFIやESCO事業等）に応募し、優秀な

事業提案をしたが、次点又は次次点等となった者に報奨金（予定価格により変動して

最高300万円）を交付

「公民協働事業応募促進報奨金」（平成18年度創設）の概要

ＰＦＩ事業における課題 (13/17)



2.地元中小企業の参入

課 題 対 応

 PFI事業の多くは規模が大きいた
め、WTO政府調達協定の規定により、
市内企業に限定した入札等が実施
できない

 「地域活性化」を事業者選定審査
での評価項目の一つとして設定

 落札者に、市内中小企業との連携
協力に努めるよう依頼

うち市内中小企業
6社10%

うち市内中小企業
153社 27%

SPCからの受注企業：建設段階（のべ575社）

【参考】市内企業等の参入状況（平成29年3月）

ＰＦＩ事業における課題 (14/17)

ｺﾝｿｰｼｱﾑ参画企業（のべ61社）

市内企業
12社
20%

準市内企業
15社
24%

市外企業
34社
57%

市外企業
261社
46% 準市内企業

147社
26%

市内企業
167社
29%



課 題 対 応

 PFI事業は長期にわたるもの
であり、安定的・継続的な
サービスを確保していくため
には、要求水準書等に即した
モニタリングが不可欠

 所管局による定期的なモニタリングを
実施

 書面だけでなく、現地確認も適宜実施

「民間資金等活用事業審査委員会」に
おいて、外部専門家の視点から各事業
の進捗状況を毎年確認

委員構成
・常任委員3名

（PFI・金融・行財政一般に精通した有識者）

・専門委員2～3名程度

（事業毎の専門分野に関する有識者）

ＰＦＩ事業における課題

3.適正な運営確保

(15/17)



ＰＦＩ事業における課題

事業担当者の所感

・専門知識（金融や法務等）が必要な場面や、専門家とのやり取りがあります。

毎年の決算報告、税制の改正、規制機関との調整。

・仕組みやルールを構築する機会が多いです。

モニタリング実施計画や事業者へのサービス購入料支払方法等、
仕組みやルールを自ら構築しなければならない場合が多いです。

(16/17)

・直営とPFI事業者との管理運営の管理区分等の協議があります。

同一敷地内に直営管理とPFI事業による管理が隣接する場合、
管理区分についての調整があります。



(17/17)

ご静聴ありがとうございました。

横浜市環境創造局のPFI事業について
http://www.city.yokohama.lg.jp/kankyo/gesui/pfi/

つづきまして…
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横浜ウォーターの概要
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人材・
研修施設の
提供

人材・
研修施設の
提供に係る
対価・配当金

技術・ノウハウの
提供に対する対価

国内外の他自治体・企業

【抱えている課題】
【国内】
● 経営基盤の改善
● 技術・ノウハウの継承 etc...
【海外】
● 水環境の改善
● 施設建設後の適正な維持管理
● 漏水（無収水対策）
● 上下水道システムの構築
● 汚泥の有効利用 etc...

社会・国際貢献
技術・ノウハウの提供

上下水道事業アドバ
イザリーサービス

国際
プロジェクト

技術者研修事業運営支援

※協定締結（資本関係はない）

※100％（1億円）出資
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アドバイザリーサービス
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経営戦略協議 実地研修

設備健全度評価委員会開催

横浜市100％出資団体ならではの上下水道事業体の立場に立った幅

広いアドバイザリーサービスを提供

経営

計画

技術

継承

PPP

PFI

アセット

マネジメント

ヒト

モノ

カネ

ヒト・モノ・カネ、そして情報(広報等)
一体マネジメント

業務分析

検討

導入

履行

監視

最適な官民連携手法の構築と運用

現状分析

基準等

の改訂

実地研

修

台帳整理

診断

評価

長寿

命化

技術者育成と継承、
時代に見合った運用基準の構築

台帳整理から診断・評価
そして計画から実施まで



Copyright © 2018  Yokohama Water Co.,Ltd.  All Rights Reserved.

国内アドバイザリー事例
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経営戦略策定

モニタリング会議

PPP審査委員会企業会計移行業務不明水調査長寿命化調査実地研修

“直営(公)” ＋ ”補完(公的団体)“ ＋ ”官民連携(民)“ ＝ ” 持続的な上下水道経営へ “

広域化・共同化検討

経営改善ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ


